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1.研究の背景と目的 

公衆浴場法に定められる一般公衆浴場(以下、銭湯)は、

地域住⺠の日常生活において保健衛生上必要なものとし

て利用される施設 1)であり、市⺠の公衆衛生を保つため

の場として生活文化に根付いてきた。中山ら 2）は銭湯が

公衆衛生を保つ生活施設としての役割を果たしつつある

と指摘したが、現在では地域コミュニティやソーシャル

キャピタルの醸成の場、防災拠点、観光資源など公衆衛

生以外の役割や価値があると指摘されている 3)4)5)。さら

に、市町村や都道府県など行政と連携した取り組みも見

られ注 1)、その公共的な性格は未だ健在である。高齢化や

核家族化が進む現代社会において、孤立を防ぎ、人々の

社会的つながりを維持する上で、銭湯の地域施設として

の重要性は依然として高いと考えられ、その社会資本と

しての価値を再度理解する必要がある。 

運営者の高齢化、利用者の自然減、ジムやデイサービ

ス等の普及など、運営に関してさまざまな課題を抱える

中で、地方部では廃業を予定する銭湯も少なくない 6)。

新規の建設が難しいとされている銭湯業界が存続してい

く上では、親族内外にかかわらず、既存の銭湯の継業が

重要になることが考えられ、運営の担い手の状況や運営

動機の整理が必要であると考える。これまでの銭湯の社

会的役割を明らかにする研究には利用者への効果から考

察するものが多く見られる。地域拠点としての重要性を

理解する上で、運営者の意識やそれにともなう行動を分

析することが必要であると考える。 

よって、本研究では、❶銭湯の運営者の運営動機を明

らかにするとともに、❷運営動機ごとに運営者・利用者

にどのような行動が生まれ、その結果として銭湯にどの

ような社会的価値や役割が生じているのかを明らかにす

ることを目的とし、今後の銭湯継業や運営の継続におけ

る知見を得ることを目指す。 

本研究は 2 編で構成され、本稿では対象施設とその運

営者の状況整理について報告し、それにおけるヒアリン

グ調査から得られた知見について述べる。 

2.研究対象 

総務省統計局が公表した「社会生活統計指標-都道府県

の指標-2024」7)によると、富山県は人口 10 万人当たりの

公衆浴場数が 7.6件と全国で 4番目に多く、県民にとって

銭湯が身近な施設であることがわかる。また、県内の広

範囲に分布しており、地域特性からもその特徴を見出す

ことができると考えた。富山県では運営者の代替わりや

継業や兼業、イベントの開催など、各施設、あるいは組

合が主体となって、入浴の枠組みを超えてさまざまな取

り組みがなされている事例も見られる。以上を理由に、

富山県を研究対象地とした。研究対象とする銭湯を選定

するにあたり、表 1 の項目を Exel で整理し、特徴ごとに

15 軒の事例を選定した。さらに、現在営業している銭湯

の他、閉業を経験した運営者の考えと閉業後の施設利用

者の状況や周辺の状況を把握するためにすでに閉業をし

ている施設の中で調査依頼が可能な施設も対象に含めた。 

3.研究方法 

まず、jSTAT MAP を用いて富山県内の銭湯の立地特性、

周辺環境の特徴を整理した。さらに、文献/ヒアリング調

査をもとに Exel で整理し、15軒の事例を対象とした。対

象事例の施設/運営者の基礎情報を表 2 にまとめた。調査

協力が得られた銭湯を対象に半構造化形式でヒアリング

調査を行った。ヒアリング調査および分析結果について

は次稿で報告する。 
4.対象事例の整理 

（1）施設の創業 

 銭湯の最盛期と言われた 1960~70 年代付近に創業して

いる施設が多くあるものの、明治から 2000年代までと幅 
広い設立年代の施設が存在する。 
 表 1 対象整理の項目 

施設の概要 創業/年代/営業時間/稼働時間/定休⽇/駐⾞場

周辺環境

所在地/⽤途地域⽤途地域/周辺総⼈⼝（半径1km)/年少⼈⼝（0~14
歳）⽣産年齢⼈⼝（15~64歳）/⽼年⼈＋後期⾼齢者（65歳以上）/世
帯数/家族世帯/単⾝世帯/⼀⼾建世帯数/共同住宅世帯数/周辺温浴施

設からの距離/周辺⼀般公衆浴場からの距離

施設の体制/設備

親族外継業/親族内継業/廃業/休⽌/兼業/法⼈/⾯積が⼤きい/使⽤⽔/
浴槽の種類数/サウナ/露天⾵呂/テレビ/送迎/内番台/ドライヤー無料

/飲⾷物販売/ロビー（休憩スペース）/イベントの開催
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（2）施設の周辺環境 

近隣商業地域に立地する施設は比較的古い年代から営

業していることが多く、近隣に商店が存在する立地であ

ることが長年の営業の継続に寄与している可能性が考え

られる。また、高齢化率は 30〜70%と幅広いものの、い

ずれも全国平均（29.1%）を上回る結果であり、施設周辺

には高齢者が多く存在することが考えられる。ヒアリン

グ調査の際、高齢者が利用客の多くを占めているという

声もあり、日々の営業を支えていることが窺える。 
（3）施設の運営体制/特徴 

銭湯は血縁者が引き継ぐ親族内継承が慣習としてある
8）。都心部では親族外に経営を引き継ぐ親族外継承の動き

も見られる一方で、地方部においてはこれまでの慣習通

り、親族内での継承が中心である。 
対象の運営体制を整理したところ、前運営者から経営

が変わる際に親族外の継承をしている事例は 3 軒で見ら

れた。また、その施設の経営体制は法人であることがわ

かった。設備に関して、2000 年以降に創業、また、平成

以降に建て替えを行なった施設では、休憩室や浴室など

の広い空間があることが特徴的である。さらに、近年の

サウナブームにより、サウナが若年層の獲得につながる

といった動きが見られ、それまで設備としてなかった銭

湯でもバレルサウナを設置する動きが見られる一方、原

料価格の高騰により休止をしている施設も見られた。 
（4）継業経緯 

 施設の継業経緯として、親族内外に関わらず、最も多

かったものは前経営者の体調不良で、15軒中 9軒で見ら

れた。また、新型コロナウイルスの影響で前経営者が経

営から退いた事例も 2軒で見られた。そのほか、家業と

して経営をしており、結婚や家業の継続のために経営に 

 

関わるようになった事例や、転職や定年を機に継業した

事例が見られた。 

（5）運営者の年齢/過去の経験 

 経営者の年齢は 30~80 代と幅広いものの、親族外の継

業をしている運営者は 30~40 代と比較的若い世代が中心

であることがわかった。 
 また、多くは会社員として働いていた中で継業をして

おり、女性は結婚を機に経営に関わり、長年営業に携わ

っていることもわかった。 
5.まとめ  

 本稿では、富山県の 15 の一般公衆浴場の現状の整理と

把握を行った。「入浴」という同質的なサービスを提供し

ていながらも、施設/運営者の特性には施設ごとに傾向が

あることがわかった。次稿では、ヒアリング調査とその

分析結果から運営者の運営動機とその源泉となるもの、

さらに銭湯が持つ社会的価値について把握し、その関連

について考察する。 
注 
1) 公衆浴場は都道府県により料金の統制がある一方で水道料金や修繕費の補助があるな

ど、行政機関との関わり合いがある。 
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表 2 各施設・運営者の基礎情報 

ONMLKJIHGFEDCBA
19622003昭和初期19691974明治196919491957昭和初期19581972200119551919創業

第⼀種住居
地域

第⼀種低層住
居専⽤地域

近隣商業地
域

第⼀種中⾼
層住居専⽤
地域

第⼀種中
⾼層住居
専⽤地域

近隣商業
地域準⼯業地域近隣商業地

域
第⼆種中⾼層
住居専⽤地域

第⼀種住居地
域

近隣商業
地域なし第⼀種住居

地域
第⼀種住居
地域

近隣商業
地域⽤途地域

周辺環境 9,1314,4688,6863,69410,0838,2554,40611,42214,24213,3743,8233,03512,9742.2944,071半径⼀キロ総
⼈⼝(⼈）

44.60%63.38%61.97%56.50%50.38%63.66%57.51%58.40%44.31%53.94%54.54%70.48%34.95%48.78%53.11%⾼齢化率

親族内親族外/法
⼈親族内親族内親族外親族内親族内親族内親族内親族内親族外/法

⼈親族内親族外/法
⼈親族内親族内継業形態

運営/施設
の特徴 親⼦三世

代で経営/
常連客

移住/天然
温泉/広い
ロビー

平成に建て
替え/⾼齢
者の⾒守り

廃業/近隣
⼤学⽣と
の関わり

改修/⼦
供の⼊
浴無料

常連客中
⼼/パンの
販売

温泉/Uター
ン/ロビーの
改修

内番台式/
常連客中⼼

サウナを⽬
当てに県外
から来訪/
若年層

旅館経営/
新規顧客へ
のアプロー

チ

地元有志
により継
業/2020
年に再開

居酒屋併
設/移動⽀
援

⼩学校の
⾒学受け
⼊れ/広い
浴室

平成に建
て替え/広
い休憩室

改修/カ
フェ/バ
レルサウ
ナ

特徴

/
前経営者が
経営を離れ

た
前経営者の
体調不良

結婚/前経営
者の体調不
良

前経営
者の体
調不良

前経営者
の体調不
良/定年

前経営者が
経営を離れ

た
前経営者の
体調不良

前経営者の
体調不良

家業の
継続

前経営者
の体調不
良

前経営者
の体調不
良

転職結婚
前経営者
の体調不
良

継業の経緯

80代30代/会社
員

50代/会社
員70代

30代/作
業療法
⼠

70代/会社
員

30代/会社
員80代50代/会社

員
50代/会社
員

40代/会社
経営

40代/会社
員

40代/会社
員

80代/⼆代
⽬

40代/会
社員運営者の年齢/経歴
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